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【金融行政の新たな動き】
金融円滑化法が終了して、もうすぐ１年にな

ります。金融円滑化法は倒産回避であり、倒産予
備軍が大勢控えているとの批判もよく聞かれま
すが、改革のための時間をもらえたという点で
は、中小企業にとってメリットが大きかったと
思います。私どものクライアント先でも、この間
に業績を大きく改善して、今では新規融資を受
けられるようになった先も数社出てきました。
しかしながら、金融円滑化によるリスケジュー
ルから抜け出せずに、資金繰りに窮している中
小企業も数多くあるのも事実でしょう。
金融行政側でも、現況を把握しており、次の策

が打ち出されてきていますので、紹介したいと
思います。
昨年11月、金融庁から「中小金融機関向けの総

合的な監督指針」が公表されました。中小金融機
関は営業地域が限定されており、特定の地域、業
種に密着した営業展開をしています。この指針
では、地域経済の活性化を図るため、金融仲介機
能を発揮していくことを求めています。この中
で着目すべき点は、企業のライフステージに応
じた提案として、「事業の持続可能性が見込まれ
ない企業」（事業の存続がいたずらに長引くこと
で、却って、経営者の生活再建や当該顧客企業の
取引先の事業等に悪影響が見込まれる先など）
に対し、顧客企業の債務整理を前提とした再起
に向けた方策を検討せよと指導していることで
す。金融円滑化法を利用しても一向に改善の兆
しが見えず、傷口を広げていっているような中

小企業、金融機関に対しての方策といえるでしょ
う。
従来、金融機関は、ひとたび信用不安を発見す

ると、貸倒の極小化を図るために他行やその他
一般債権者に先んじて回収を急いだものです。
回収に長けた行員は銀行内で表彰されていまし
た。銀行のためには、心を鬼にして回収しなけれ
ばならないのですが、出来れば関わりたくない
業務であったことを覚えています。当時は、銀行
の収益が第一義でした。ところが、今回の監督指
針をみますと、地域経済の活性化を優先させる
ということが読み取れます。
さらに昨年12月、「経営者保証に関するガイド

ライン」が公表されています。中小企業の社長で
あれば、会社と個人は一体です。会社が倒れれ
ば、社長個人も自己破産が常でした。ところが、
ガイドラインによれば、銀行から保証人への請
求は、倒産日の個人資産の範囲内とすることを
求めています。資産を失うことに変わりありま
せんが、破産しなくとも許されるのです。再起の
チャンスがあるのです。
小資本の中小企業にとって、目まぐるしいほ

どの外部環境の変化は、一企業の力では如何と
もしがたいこともあります。事業に関し、限りな
いリスクを負わせるだけの社会では、地域経済
は疲弊する一方でしょう。今回の金融行政のポ
リシーが浸透していくことにより、創業のハー
ドルが低くなり、地域経済が活性化することに
繋がってほしいものです。
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